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1 ，研究 の 目的

　グ ロ
ーバ ル 化が進 む現在 、 日本にお ける外国人 登 録者数は過 去 最高の 220 万 人 を超

え、多文 化 多言 語 共 生社会 へ の 対応力の 獲得 が切 実な もの とな りつ つ ある 。 英語 がす

で に多文化対応 の 国際語 と して 用 い られ て い る こ とを考え る時 、 日本 を含むア ジア に

お い て 「多文 化対応言語 と して の 英語」 が どの よ うに使用 され て い るの か、あ るい は

他 の 諸言語 との 関係も含めて 特定の 社会文脈 の 中で どの よ うに学習 され る べ きか を問

うこ とには 現代的 な意義が あ る と思 われ る 。 本発表 の 目的 は 、 ア ジ ア にお ける多文化

対 応言語 と して の 英語使用の 現状を確認 す る と共 に 、「言語 アセ ス メ ン ト」の 手 法 を用

い て 、大学に お ける英語 カ リキ ュ ラ ム や 教材 の 開発 な どの 具体 事例 を取 り上げ、多文

化共 生社 会の ニ ー ズ に対応 し、 自律的学習者 の 育成 に つ なが り うる大学英語教育の 在

り方 に っ い て の 評価や提案を行 うこ とで あ る 。

2 ．研 究の 方法

　 「言語 ア セ ス メ ン ト」 とは、「組織な どにお ける外国語対応 が 国際化す る現代社会の

ニ
ー ズ に どの 程度合致 して い るか 」等 に つ い て の 分析 ・評価 ・提案 を行 う活動 で あ り、

1 ）特定の 組織や共同体 が もっ 外国語 対 応力の 弱 点や利点の 分析、 2 ）多文化 多言語

社会 にお い て そ の 組織に求め られて い る外国語対応 へ の ニ
ー ズ の 分析、 3 ） ニ ー ズ対

応 に必 要な外国語 対応力 の確認、 4 ） 目標実現へ の プ ロ グ ラム の 設計、 5 ）成果 の 評

価 ・ 検証 とプ ロ グ ラム の 改善 、 な どが
一

般的な手順 で あ る 。 本発表で は、大学英語教

育にお け るい くつ かの 事例にお い て 可能 なか ぎ りこれ らの 手順 に沿 っ た分析 を行い 、

多文 化共 生社会にお ける英語教育の あ り方 に関す る提案を行 っ た 。

3 ，研究の 内容

今回 の発表 で は、「多文化共 生社会にお け る大学英語教育 と言語 ア セ ス メ ン ト」とい う

共通テ ー
マ の もと、研究会員は以下 の 4 つ の 小 テー マ に分かれ て 研 究をお こ な っ た 。

  多文化共生社会の ニ ーズに対応する大学英語教育の評価視点

　言語 ア セ ス メ ン トは 、 例 えば 「英語教育」 「言語政策」 「差別 表現」 「言語サ ー ビス 」

「外国語学習」 等の 様々 な研究領域に応用可 能で あ る と考えられ る 。 本研 究 で は 、 上
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記の 「英語教育」 の 中で も 「大学英語 教育」 をとり上 げ、多文化 共生社会の ニ
ー ズ に

対応 し得る具体的な大学英語 教育の 評 価や 提 案を行 う前提 と して 、必要 とされ る評価

視点 に つ い て提示す る。 キ
ー ・ワ

ー
ドと して は 「英語教育の 在 り方」 「日本社会 の 多言

語 ・多文化化」 「複言語主義」 「言語意識」 「英語 の 多様性 」 が 挙げ られ る 。

  言語サ ービス の観 点か ら見た Language 　Passp ・rt の 開発と自律学習者の 育成に関するア

セス メン ト

　本発表で は、観光英 語を題材 と した 大学英語教育の 実践事例 を取 り上げ、多文化共

生社会 へ の 対応 と 自律 学習者の 育成 とい うニ ーズ に 対応す る視 点か らの ア セ ス メ ン ト

を行 う。
「観光英語」 の 指導 法 と して 、多文化共生社会にお ける言語サー ビ ス の 観点を

取 り入れ た 「言 語 パ ス ポー
トLanguage　Passport （LP ）」 を提案 し 、 その 有効性 を検

討す る。 LP の 活用に よ り 、 大学 4 年間を通 した学習者の 学習履歴 ・自己評価 ・取得 資

格な どが記 され 、 自らの 達成度を絶えず参照 しな が らの 学習が 可能 とな る 。 LP はす で

に様 々 な形 で試 み られて い るが、 こ こで は多文化共 生 の た めの LP を提 示 し 、 言語 ア

セ ス メ ン トの 視点か ら、 自律的発達を促 す大学英語 教育の あ り方 を評価 ・検討 す る。

  南アジアの 教育改革 における Nati・nal 　Curriculum　Framew ・rk （NCF ）の有効性

　近年、イ ン ド政府 は National　Curriculum　Framework （NCF ）を発表 し、学校教育改革

に取 り組 ん でい る 。 NCF で 注 目す べ きは 、英語 の シ ラバ ス の 先進 性で あ る 。 特に 、11−12

学年 の
「’English　Core”

は 、文学偏 重で tea¢ her−centered の イ ン ドの 旧来 の 英語 教育 と明 ら

か に異 な り、 コ ミ ュ ニ ケー
シ ョ ン 重視で learner−centered な内容で ある 。 本発表 で は 、

NCF をア セ ス メ ン トした上 で 、国際英語の 観点か ら 日本の 大学英語教育へ の 提 言 をお

こ ない たい 。

  国際英語論の視点か らみ た大学英語教育の アセ ス メン ト

　大学英語教育にお ける教育目標 と方法論 に は時代の 変化 を反映 した現実性 が求 め ら

れ る 。 多文化共生社会へ の 対応が切実となる 中で
、 大学英語教育に 国際英語論の 視点

を反 映すべ きとす る声 は多い が 、国際英語論の 理念 は実際 に どの 程度 日本の 大学に お

ける英語教授法 、 カ リキ ュ ラム
、 技能 、 情意的側面な どに反映 して い る で あろ うか 。

本発 表で は国際英語論の 視点か ら大学英語教育の 現状に 関す るア セ ス メ ン トを行 う。

4 ．結論

　多文化共生社会 にお ける大学英語教育の あ り方に つ い て 、  で は主 として 多文化共

生 社会にお ける大学英語教育の評価視点 を提 案 した 。   で は多文化共生時代 にお ける

言語サ ー ビス の観 点か ら観光英語の 導入 の 意義 を論 じ、カ リキ ュ ラム ・テ キ ス トの 開

発 ，言語パ ス ポー トの利用 を具体的事例 と して取 り上 げ、 これ らが 自律的 学習者育成

に効果的で あ る こ と を指摘 した 。   で はイ ン ドの NCF の 有効性 を他 の ア ジア 諸国 と比

較 しなが ら分析 し日本の 英語 教育改革 へ の 参 考点 を論 じた 。   で は国際英語 論の 視点

か ら見 た大学英語 教育の アセ ス メ ン トを行 い 、 国際英語論 が必 ず しも充分 に大学英語

教 育に 取 り入れ られて い ない 現状 を分析 し 、 可 能な導入 方法 につ い て の 提案を行 っ た 。
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